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5/14北海道新聞報道に対する地公三者共闘会議の対応について

１  本日(５/14)付けの北海道新聞朝刊は、『道職員給与7.8％削減』との見出しで､「地方公務員賃金引き下げを求める国の要請に応じ、道職員の給与を今年７月から来年３月までの９カ月間、平均7.8％削減する方針を固め､週内にも組合へ提案」と報道した。

２  これを受けて地公三者共闘（全道庁労連、北教組、自治労道本部　以下、「地公三者」とする）の千葉議長は、副知事に対して次のとおり申入れ等を行った。

	国からの給与カットの要請問題については、春闘期からの交渉で実施しないよう求めてきており、この間、連合北海道と連名で申し入れ書を提出している。その際に副知事は､「道として慎重に検討を進めている」また「誠意を持って話し合う」との姿勢を示していたところであり、労使間での交渉の前にこのような報道がされたことは極めて遺憾であり、このような結果を招いた道当局に強く抗議する。

給与の課題については、これまでも、我々に提示する前にこのような報道が繰り返され、その度に道当局に抗議してきた経過がある。今回の報道について､「①国の要請に応じ削減する方針を決定したとあるが、このような事実があるのか、②何故このような報道がされたのか、③道から情報提供した事実があるのか」－など明らかにしていただきたい。


３  副知事は、「今回の報道については、道側から情報を提供した事実は一切ない。また、現在、国からの要請及び道財政における今年度の収支不足に対する方針を検討中であり、給与引き下げ方針を決定したとの報道は遺憾である。報道が労使間の交渉に悪影響を与えることを懸念しており、事実に基づく報道を行うよう申し入れを行った。皆様方とは引き続き誠意を持って話し合って参りたい」と回答した。
４  地公三者の千葉議長は、「報道に対しては、意図的ではないと理解するが、このような記事が他社に広がらないよう情報管理の厳守を求める。なお検討中とのことだが、これまで15年にもおよぶ独自削減を国に先駆けて行っており、これ以上の削減には応じられない。また、今回の国の要請は、地方自治をないがしろにするものであり、知事や道議会も反対を表明してきたはず。国の要請に応じることは全く容認できない」と、あらためて申し入れた。
５  報道に関わっての対応は以上のとおりであるが、道当局は、140億円にもおよぶ財源不足の解消に向け、更なる人件費削減の検討姿勢を変えていないことから、十分に警戒を強めて対応していく必要がある。
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